

































































東京理科大学 総合研究機構 国際火災科学研究科 教授　関
せき
澤
ざわ
　愛
あい
23理大 科学フォーラム　2017（9）
よい。要するに，平常時の単発的火災から震
災時における同時多発火災と同じ状況に様相
が転化し，火災の延焼力が一気に消防力を圧
倒する形勢になったということである。
３つ目は，小規模消防本部の有する初期消
防力の限界である。糸魚川市消防本部は最大
で消防ポンプ車が６台あり，90人が勤務して
いる。もっともこの能力が最初から出せるわ
けではなく，交代制で勤務しているため，火
災発生当初は常備の消防車４台に消防団の消
防ポンプ車両を加えて対応せざるを得なかっ
た。それでもはじめの密集街区内の延焼火災
に対しては，街区内延焼阻止に必要な態勢を
地元消防力だけでも十分整えていたといって
よい。
しかしながら，糸魚川市消防本部は，第２
の飛び火出火が確認された時点（12：00頃）
で隣接市町村の消防への応援出動要請を行っ
ており，その後，最初の近隣応援消防車１台
が到着する12時55分頃までは地元の消防力の
みによる対応を強いられ，次々と発生する飛
び火による同時多発火災状況に対して，消防
が徐々に劣勢になっていったものと思われ
る。この意味では，何十台もの消防車両を第
２次出動から出場させることができる大規模
消防とは異なって，小規模消防では，いった
ん火災が大規模化し，今回のように震災時と
同じような同時多発火災状況になった場合に
は，近隣応援や広域応援の消防部隊が到着す
るまでは消防劣勢の事態に陥る可能性がある
ことを否定できない。このことは糸魚川市消
防本部に限った話ではなく，多数ある全国の
小規模消防本部にとって共通の課題である。
糸魚川市火災が提起した課題
今回の火災の最大の教訓は，この現代にお
いても，強風などの不利な条件がそろう場合
には，木造密集市街地など延焼危険のある地
域では，地震時だけでなく平常時において
も，市街地火災が現実に起こり得るというこ
とである。
今回経験したように平常時であっても飛び
火による新たな出火が次々と発生することが
あるならば，大規模地震時に起きる同時多発
火災状況と同様の災害条件となってしまう。
今後，こうした事態を避けるためには，まず
は飛び火の発生，飛散，着火メカニズムの解
明とその対策の検討が喫緊の課題だといえ
る。
次に，市街地延焼火災の局限化のために
は，本来は道路の拡幅や沿道の不燃化による
延焼遮断帯の構築，木造密集市街地の不燃
化・再整備という根本的対策を進めることが
必要であることをあらためて強調しておきた
い。ただし，この実現には，予算面でも住民
合意形成の面でも，また建設の上でも道のり
は遠く，地道な努力と時間が必要となること
は言うまでもない。
消防力に関しては，小規模消防本部の多い
現状のもとでは，常備のみならず消防団を含
めた近隣応援体制のさらなる充実とその迅速
な発動システムの整備が求められよう。ま
た，長時間の消防活動に備えて防火水槽など
の貯水型大規模消防水利の確保や自然水利か
らの長距離中継送水システムの整備が課題で
ある。
しかしながら，こうした公設消防力の整備
だけでは限界があり，木造密集街区での延焼
を防ぎ局限化するためには，地域住民による
出火防止，初期消火体制の整備も必要とな
る。例えば，さまざまな耐震装置付き機器の
使用，マイコンメータや感震ブレーカなどの
設置による出火防止の努力，消火器や消火水
の備えなどである。また，地域レベルでは，
消防団，自主防災組織等の活性化，地震時に
も使える消防水利の確保と住民が使える可搬
式ポンプやスタンドパイプのような消火器具
の整備と習熟などが地域防災力向上にとって
重要である。
